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はじめに
　企業戦略に関わる問題意識は企業の日々の実践から生
じる。そしてこの問題意識は、往々にして全社のグローバル
な展開に関わる企業戦略を生み出す。IoT（Internet of 
Things）やドイツ発のインダストリー4.0（第4次産業革命）も、
現在では日本の製造業者のみならず、確立した非製造業
企業にとってもグローバルな戦略上の問題となっている。
私がこの問題に関わるきっかけにもなった大手事務機器メ
ーカーに勤務する社会人院生から発せられた問いは、「自
社はセル生産方式など先端的な製造スタイルを実現し、日
本の伝統的な製造業者の競争力は高いと思うが、近年ドイ
ツにおいて言いはやされているインダストリー4.0は、日本の
製造業の戦略にどんな影響をもたらすだろうか」というもの
だった。
　早速調べてみると、2013年4月のドイツ工学アカデミーに
よる報告書「Recommendations for implementing the 
strategic initiative INDUSTRIE 4.0」（Kagermann, 
H./Wahlster, W./Helbig, J., 2013）以来、ドイツにおいては、
製造業界におけるICTの進化を契機としたビジネスモデル
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の革新が急激に進んでいる（Seiter, M., 2016）。日本の製
造業者たちは、FA（Factory Automation）、見える化など
製造の場でのデジタル化には一日の長があるといわれてき
たが、その地位は揺らぐことはないのだろうか、また、日本の
製造業者たちは、このインダストリー4.0やIoTの動きにどう
対応すべきなのだろうかという問題意識を持つに至った。
　調査をさらに進めてみると、米国ではBtoBの領域におい
ては、IoTという標語のもとに、さまざまな機器をネットワーク
でつなぎ、そこから得た膨大なデータを用いてプラットフォ
ームビジネスというビジネスモデルの革新を引き起こす動き
が見られた（Porter, M./Heppelmann, J. E., 2015, 2016）。
元々GAFA（グーグル、アマゾン、フェイスブック、アップル）、
そしてUberや、Airbnbなど主にBtoCの領域でプラットフ
ォームビジネスが展開され（Gawer, A/Cusumano, M.A., 
2002、Hagiu,A., 2014、Evans, P. C. Gawer., 2016）、新た
なビジネスモデルを発生させていた。そして、米国の製造業
においても、ドイツのインダストリー4.0の動きと連動して、現
在では撤退したとはいえ、GEのように、「インダストリアル・イ
ンターネット」としてプラットフォームビジネスを目指し、生産
性の向上に向かう試みもあった（『日経ものづくり』, 2015 
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Immelt, J. R., 2016）。これらの展開に共通しているのは、ビ
ッグデータを収集し、そこでカスタマイズしたソリューション
を提供するためにプラットフォームビジネスを提案しているこ
とだった。
　日本においても、まずドイツと同じく製造業に競争優位が
あるところから、ドイツのインダストリー4.0が特に注目されると
ともに（JETRO, 2014、METI Journal, 2015, 経済産業省, 
2016）、経産省の主導で、「インダストリアル・バリューチェ
ーン・イニシアティブ」（以下IVIとする）が設立され、米独
の動向のモニタリング、情報交換、日本独自の方向性の追
求が行われている（IVI, 2016）。日本では、FA、見える化な
どの製造の現場での情報のデジタル化を前提としたものづく
りの伝統があったがゆえに、かえってこの展開を新たに導
入することの必要性が問われたこともあったが（経産省『も
のづくり白書』, 2015）、むしろ現在では、生産の現場に「宝
の山」があるという認識から（日経『情報ストラテジー』, 
2015）、特に製 造 業において、ファナックの「FIELD 
system」のようなプラットフォームの形成をはじめとして各
社の「協創」が進められるとともに、重要な要素技術となると
思われるセンサーの開発、ビッグデータの利用、AI企業の
設立など、このビジネスモデル革新の基盤を整備する技術
の開発、そして、従来の蓄積された技術の多角化を考える
新ビジネスの開発へと進んでいる（『日経コンストラクション』, 
2015、『日経エレクトロニクス』, 2016）。
　日米独3カ国で進められている新しいビジネスモデルを探
る傾向を受けて、私は、日本の製造業者たちは、このような
展開、特にプラットフォームビジネスとしての展開にどう対応
しようとしているのか、さらには、製造業のみならず、既存の
確立された伝統的な企業がどう対応すべきなのか、戦略経
営上の論点を明らかにし、何らかの戦略的な提言を考察す
るべく、2016年にドイツ経営経済学会での情報収集を行い、
さらに、2017年から2018年にかけて日本の製造業者等へ
のインタビューを行い、戦略経営あるいは戦略の経済学の
分野での理論的な知見を用いて分析した。まず（1）プラット
フォームビジネスにおける競争の構造を戦略の経済学の視
点から明らかにし、次に（2）先に述べたGAFAの中でも、
唯一アップルがいったん製造業者として確立した企業とな
った上でプラットフォームビジネスに成功していることを鑑み、

製造業者のためのプラットフォームビジネスという新たなビ
ジネスモデルの姿を描き、最終的に（3）そこで競争優位を得
るための行動規範を考えてみた。
　次節において、文献をレビューし、問題領域を明らかに
した上で、戦略の経済学からキーコンセプトとして、創出価
値の概念、水平的競争と垂直的競争という2つの競争概念
を抜き出して解説する。3節において文献とインタビューか
ら現状のプラットフォームビジネスにはどのような競争の構
造があるかを示した上で、日本の製造業者はどのようなプラ
ットフォームビジネスで対応しようとしているかを仮説的に示
す。4節において、この構造の中で競争優位を得るために
どのような行動指針が望まれるかを示したいと思う。

先行文献とキーコンセプト
　まず、IoT/インダストリー4.0の概要を整理した上で、幾
つかのキーコンセプトの定義と関連する理論的な視点を示
しておこう。

1 IoT/ インダストリー4.0
　米国では、IoTという名のもとに主にBtoCの領域において

（McKinsey, 2015）、例えば、GAFA、Uber、Airbnbに関
する顧客情報などのビッグデータを利用したビジネスモデ
ルのイノベーションが注目されている。このような経緯から、
GEのような米国の製造業者の対応は、主として消費者の
生み出すビッグデータを活用する利益チャンスの発見に重
きを置いたものだった。日本でも例えば、日立製作所は
「Lumada」というIoT プラットフォームを構築しているが、
ここで試みられているのは、自動車、家庭内の電気機器か
ら社会インフラ、製造現場の生産装置、ロボットなどさまざま
な「モノ」（Things）をインターネットで結び付け、そこで行
われているビジネスのみならず、各装置に取り付けたセンサ
ーから集めた膨大な情報を結び付けて物理的世界をデジ
タル化する構想である（McKinsey, 2015）。この連結は家
庭から職場、生活のあらゆる場面で行われ、新たな情報に
基づく、新たなニーズの発掘、新たなビジネスモデルの考
案が予想されている（『日経エレクトロニクス』, 2015）。
　米国においては、BtoCの領域でICTを利用した産業の
蓄積が大きいという事情は、これに関連する進展にも影響

特集　グローバルな価値共有─コミュニケーションで技術をつなぐ



AD STUDIES Vol.65 2018　●　11 

を与えている。例えば、結果的に、ドイツや日本のように政府
の主導を端緒とするのではなく、消費者のニーズを起点とし
てビッグデータから新しいビジネスモデルを発見しようとす
る傾向が大きい。米国におけるIoTの背景にあるのは、イン
ターネットの普及とビッグデータとその解析技術の進化で
あり（長島, 2015）、その結果、産業境界を越えた新しいビ
ジネスモデルが生まれることになる。
　それに対して、インダストリー4.0とは、ICT技術の発展に
沿ったドイツ発の潮流である（Kagermann, H./Wahlster, 
W./Helbig, J., 2013、JETRO, 2014、Seiter, M. et al., 2016）。
2016年5月19日に開催されたドイツ経営経済学会での
Seiter, M.（ウルム大学）らの「Betriebswirtschaftliche 
Aspekte von Industrie 4.0」と題された報告においては、
製造の現場において、製造装置に取り付けられた膨大なセ
ンサーから収集されたビッグデータを活用して部品や在庫
などの情報を分析し、メンテナンスなどの新たなサービスを
提供する仕組みが報告された。その狙いをまとめると、（1）
生産工程の自動化・見える化による生産性の向上､（2）収
集されたビッグデータを利用する新たなソリューションビジ
ネスの展開、そして（3）その結果は、ソリューションの提供
はプラットフォーム上で行われるため、産業境界を越えて総
サプライチェーンの構造変化に及ぶというものだった

（Seiter, M. et al., 2016）。
　特にドイツでは政府の主導とともにSAPのERPに主導さ
れながら最終的には、産業を越えたネットワーク化を志し、
マスカスタマイゼーションを目標とする（村田, 2015）。Eコ
マースを通じて収集された消費者のニーズは、製造装置と
連結した製造の現場に伝えられ、ERPを経て、連結はさら
に企業の境界のみならず、産業境界をも越えてサプライヤに
も波及し、マスカスタマイゼーションあるいはパーソナライゼ
ーションが実現される。

2 戦略経営あるいは戦略の経済学からの理論的知見
　これらのIoT/インダストリー4.0においては、これまでの日
本の製造業における「見える化」「つなぐ化」によるデジタル
化を超えたビッグデータのクラウドでの収集とその解析が行
われ、生産性の向上だけでもかなりの意味があると思われ
る。しかし、それ以上に産業境界を越えることは、ただ単に

異なる企業との取引相手の探索、契約の締結、契約実行
のモニタリングなどの費用、すなわち取引費用が削減される
だけでなく（Coase, R., 1937、Williamson, O., 1975, 1985）、
品質管理、メンテナンスについてサプライヤと共に行うことは
継続的な相互作用を伴う取引への変質を意味する。むしろ
系列や企業グループといわれていたものが、これまで以上
に広範囲にわたるビジネスエコシステムを形成することを意
味している。ここでは一つのコアとなる取引が形成するプラッ
トフォームが生み出す価値の最大化を分析するためにチ
ーム生産の分析に端を発する所有権理論の枠組みが必要
に なる だ ろう（Coase, R., 1937、Demsetz, H., 1967、
Barzel, Y., 1997、Grossman, S./Hart, O., 1986）。
　以下のインタビューに基づく分析のために、3つのキーコ
ンセプトを中心にして、理論的視点としてプラットフォームビ
ジネスのような産業境界を越えるネットワークに関わるビジネ
スにおける競争の構造を示してしておこう。
　企業間の競争は、各企業が生み出す創出価値の大きさ
によって行われる（Besanko, D. et al., 2013）。これらは、同
業者間の水平的競争と呼ばれうるものであり、【図表1】の
X社を見てみよう。提示された価格をPとして、消費者が内
心 支 払ってもよいと思っている価 値（PB: Perceived 
Benefit）とPとの 差 を 消 費 者 余 剰（CS: Consumer 
Surplus）とする。企業が費用Cで生産しているならば、価
格Pから費用Cを差し引いたマージンはMである。ここで
消費者余剰CS+ マージンMを創出価値という。Besanko, 
D. et al.,（2013）によれば、この創出価値の大きさをめぐっ
て同業者間の水平的競争が行われることになる。
　例えば、X社、Y社、Z社が仮に同一の価格Pを提示して
いたとして、X社の生み出す創出価値（CS+M）は、もしY
社が何らかの生産技術上のイノベーションによって費用を
C−αとすることができたならば、Y社の創出価値は、CS+M+
αとなり、X社よりもより大きな創出価値を実現するので、より
大きな水平的競争力を持つ。また、Z社が何らかのマーケテ
ィング手法などのイノベーションによって消費者の知覚す
る価値に影響を与え、消費者の感じる消費者余剰をCS+β
とするならば、Z社の創出価値はCS+β+Mとなり、X社より
もより大きな創出価値を実現するがゆえに、結果的により大
きな水平的競争力を持つ。
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　このような水平的競争は、もちろん今日でもその重要性を
失ってはいない。しかしIoT/インダストリー4.0時代に注目
すべき企業間の競争はこれにとどまらない。これまで標準的
な経済学においては、価格理論として分析されてきた同業
者間の水平的な競争は、さまざまな企業が産業境界を越え
て協調し、創出価値を高めようとする分析ツールとしては十
分とはいえないからである。むしろ、これまでは買い手と売り
手の双方のパワーをめぐって交渉理論によって分析され
てきた連続的な価値創出過程にある企業同士の、「垂直的
競争」ともいうべきやりとりに注目する必要がある。
　標準的な経済学において、競争の対象となる競合とは、
需要の正の交差弾力性を持つ代替財を生産する企業であ
る。そしてサプライヤと当該企業との間には完全競争市場
が仮定されている。しかし戦略経営の分野においては、す
でにPorter, M.の5つの諸力の枠組みにこのような見方は、
採用されていない。さらに流通や戦略の経済学の分野だけ
でなく、今日の企業理論においてさえ、企業の垂直的な上
流と下流において完全競争が実現していると仮定すること
はできない。独占禁止法に関わる研究者であるSteiner, 
R.（2008）は、Hayek, F. A.にまでさかのぼり、新たな競争
概念を求めている。彼は、Hayek, F. A.に従い、競争とは 

「他者が同時に得ようとしているものを得ようとする活動であ
る」（Hayek, F. A., 1949）とした上で、流通市場が不完全
であると仮定し、「垂直的競争」の概念を導入し、垂直的競
争の結果が水平的競争に与える影響の重要性を唱えてい
る。異なる産業から参加し、プラットフォームを形成するプレ

イヤー間の垂直的競争の結果と同業者間のプラットフォー
ム間の水平的競争の結果とは相互に影響し合っており、こ
れを考慮することは、欠くことのできない視点であるといえよ
う。
　垂直的競争と水平的競争、そしてプラットフォームビジネ
スとの関係は、次節において、インタビューとともにさらに明
らかにしてみよう。

プラットフォームビジネスの構造と
2つの競争

　確立した従来の企業のプラットフォームビジネス化は、今
日数多く取り上げられているテーマである（Gawer, A. /
Cusumano, M. A., 2008、ハギウ／アルトマン, 2018）が、こ
こではまず日本の企業がこれまで競争優位を維持してきた
製造業を考えてみよう。そこで、2016年6月にドイツ経営経
済学会に出席し、情報を集めるとともに、2017年から2018
年にかけて日本を代表する総合電機メーカー2社、日独の
工作機械メーカー2社、中小企業向けマッチング事業をし
ている1社、通信事業会社1社そして日本において民泊事
業を展開している1社に対してIoT/インダストリー4.0が引
き起こすビジネスモデルの変容についてインタビューを行っ
た1）。

　インタビューの結果、（１）プラットフォームビジネスの構
造については、ドイツ経営経済学会、総合電機メーカーA氏・
B氏、工作機械メーカーC氏・D氏、通信事業会社F氏から、
製造現場においてセンシング技術を活用し、ビッグデータを
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【図表1】創出価値の大きさによる水平的競争
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インタビュー対象 概要

１ 総合電機メーカー
A氏

日本を代表する総合電機メーカー。積極的にIoT/ イ
ンダストリー4.0に対応する

２ 総合電機メーカー
B氏（2回）、G氏、H氏

日本を代表する総合電機メーカー

３ 工作機械メーカー
C氏

日本を代表する機械メーカー

４ 工作機械メーカー
D氏

ドイツに本社を置く大手工作機械メーカー

５
中小企業向け
マッチング事業
E氏（3回）、I氏

中小製造メーカーのデータベースを保有。プラット
フォーマーであると同時に上のレイヤーのプラットフ
ォームへのアプリを提供

６ 通信事業会社
F氏

日本の大手電気通信事業者。プラットフォームビジネ
スにおける有力なイネイブラー

7 民泊事業者
G氏

米国の代表的な民泊事業者の日本支社

出所：David Besanko et al. （2013）, WILEY, p.368より筆者作成
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収集・蓄積・分析することで、顧客課題解決のためのソリ
ューションを協創し、サービス提供を行っていくという回答
が得られた（命題1-1） 。また、ドイツ経営経済学会、
Obermaier, R.、総合電機メーカーA氏・B氏、工作機械
メーカーC氏・D氏からは、ユーザーの個別のニーズに
対応したパーソナライズされたマスカスタマイゼーションを
ソリューションとして提供する、という回答が得られた（命
題1-2）。
　また、（2）BtoBの領域におけるプラットフォームビジネス、
BtoBの（同業者間）水平的競争の優位性決定要因は何か、
という問いについて、創出価値の大きさの比較を念頭に置き
ながら、Hagiu, A./Yoffie, D. B. （2009）、工作機械メーカ
ーC氏・D氏から、プラットフォームの水平的競争優位性は、
ユーザーの数によって決定される（命題2-1）。ドイツ経営
経 済 学 会、工 作 機 械メーカーC氏・D氏、Hagiu, A./
Yoffie, D. B. （2009）から、データがリアルタイムにつながる
ことにより生産性が向上し、生産コストが低減され、プラット
フォームの創出価値が増す（命題2-2）。また、工作機械メ
ーカーC氏・D氏からプラットフォーマーがデファクトな技
術を持ち、プレーヤーがキラーアプリを持てば、より多くの
ユーザーを獲得し、プラットフォーム規模を拡大するという
回答を得た（命題2-3）。
　最後に（3）BtoBの領域におけるプラットフォームビジネ
スの（参加者間）垂直的競争の優位性決
定要因は何か、という問いについては、
Hagiu, A./Yoffie, D. B. （2009）、中小企
業向けマッチング事業E氏から、垂直的
競争における優位性は、プレイヤーの保
有するアプリケーションが、キラーアプリで
あるかどうかによって決定されるという回
答を得た（命題3-1）。さらに、Hagiu, A./
Yoffie, D. B. （2009）から、イノベーション
の最大の源泉である、プラットフォーマー
とキラーアプリの所有者が、ユーザー情
報や課金等の管理権限を持つと、プラット
フォーム内の創出価値が高まるという命題
を得ている（命題3-2）。
　以上のインタビューから【図表2】のよう

な一般的なプラットフォームビジネスにおける垂直的競争と
水平的競争の存在を確認した。
【図表2】において、イネイブラーは、システム開発業者、通
信事業者などプラットフォームの運営を可能にする。下位
のプラットフォーマーは、アプリを提供し、ユーザーと取引
を行う。キラーアプリの持ち主は、複数のプラットフォーム
に参加できる。垂直的競争は、プラットフォームビジネスが
生み出す創出価値の取り分をめぐるプラットフォーマー、イ
ネイブラー、プレイヤー、ユーザー間の競争を意味する。取
り分をめぐる競争の結果が、プラットフォーマー、アプリの提
供者にとって「満足のいくものである場合には、より多くの投
資をイノベーションの創出のために行う」（Grossman, S./
Hart, O., 1986）ことを経て、創出価値はより大きくなり、その
結果、水平的競争において、プラットフォーマー間の競争
優位を引き起こすという2つの競争の相互作用を忘れては
ならない。
　次に日本の大手製造業者にとってのプラットフォームビ
ジネスを考えてみよう。多くの日本の大手製造業者は、多い
場合には1,000社に達するグループ企業を有し、このグル
ープ企業を中心としてネットワークを形成し、いわゆるアプリ
を提供する企業を選ぶところに日本の製造業者の特徴があ
るといえるだろう。ゆえに製造業においては、この脈絡を反映
したプラットフォームの取引構造を【図表3】の概念図によ
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【図表2】プラットフォームビジネスにおける水平的競争と垂直的競争
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って表現してみよう。IoT/インダストリー
4.0時代の製造業者によるプラットフォーム
ビジネスは、BtoCの世界での自動車の所
有者、ヘルスケア、そして家庭との取引を
含むとともに、BtoBの世界では、工場、オ
フィス、小売業者、そして社会インフラを対
象とする。これらのさまざまな顧客に対して、
当該企業はカスタマイズした「ソリューショ
ン」を提供しながらビッグデータを入手する。
このソリューションは、顧客ごとにカスタマ
イズしているため、伝統的な規模の経済を
追わず、ソリューションごとにネットワーク
を組み、協力企業とは繰り返し調整を行わ
なければならない。その結果、取引ごとに
協力の相手は変わるので、自社内に取り
込むことができない。また、当該企業は複数のネットワークを
管理することになる。ここで、ネットワークはこれまでの産業
境界を越えているだけでなく、取引ごとにコンソーシアム、
SPC（Special Purpose Company）、JVを形成し、恒常的
に組み替えていく必要がある。これらのネットワークへの参
加企業はさまざまな産業から参加し、この点で産業境界が
薄れるという今回の変化の特徴が表れることになる。

日本の製造業者がとるべき行動指針  

　最後に、BtoBの領域におけるこのような競争の構造と価
値創出の方法を前提とすると、日本の製造業者にはどのよう
な行動指針が導かれるだろうか、これまでの議論をまとめて
考えてみよう。【図表4】のように日本の製造業者の目標は結
果的に水平的競争優位を確立することであるとしよう。ここ
で既述のようにBtoBにおけるプラットフォームの競争優位は、
創出価値の大きさによって決定される（Besanko, D. et al.,  
2013）。プラットフォーム間の競争優位（水平的競争）は、
エコシステムを形成するプラットフォームビジネスにおいて、
各参加者がそれぞれ十分なイノベーションへの投資を行う
ための価値の分配を担保する適切なガバナンスによって実
現する（Grossman, S. / Hart, O., 1986、Dyer, J., 1997）。
垂直的な契約のガバナンスは、適切な価値の分配の結果
であり、具体的には、キラーアプリへのより多くの価値配分、
ユーザー管理や課金に関わる権限の適切な配分によって
実現される。すなわち、（1）キラーアプリの存在、（2）課金シ
ステム・管理権限の配分のコントロールである。そしてそれ
に加えて、伝統的な手法として（3）技術標準の保持､（4）見
える化による生産性向上（取引費用の削減）によるコスト削
減の努力が必要だろう。また、BtoBの領域に属するため、

【図表4】には表現されていないが、ブランド戦略を通じて消

マスカスタマイゼーション BtoBの領域における
プラットフォームビジネス

【図表3】産業境界を越えた協創 「薄れゆく産業境界」
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【図表4】BtoBにおけるプラットフォームビジネス、競争優位の決定構造
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【注】
1）	製造業者を中心としてインタビューを行った。

費者余剰に影響を与える努力も必要であろう（Besanko, 
D. et al., 2013）。もちろんこの構造にはフィードバック機能
もあることも忘れてはならない。
　日本の製造業者は、従来のモノづくりの伝統において培
ってきた、FA、見える化など生産性向上施策などの優位性
を、存分に発揮する必要がある。加えてBtoBの領域にお
けるキラーアプリの確保、課金システムの管理権限の配分
などプラットフォームビジネスの垂直的競争における戦略的
特性を認識する必要があるという行動指針を提示すること
ができよう。
　もちろん伝統的なビジネスモデルが「規模の経済を生か
した直線的なビジネスモデルである」ならば（Moazed, A./
Johnson, N. L., 2016）、ソリューションを提供するプラット
フォームビジネスがGAFAのようなクリティカルマスを超え
るにはまだ時間が必要であり、当面はプラットフォームビジ
ネスは試行的に行われ、双方のビジネスモデルが並行して
進められる（B氏）ことは言うまでもないだろう。これからの進
展、そしてさらには非製造業者のプラットフォームビジネス
化のための行動指針については、次の課題としたい。
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